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代表者名      取締役社長 鈴木 登 
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（訂正）「平成 18年 3 月期 中間決算短信（連結）」の一部訂正について 

 
 当社は、平成 22 年 8 月 27 日付「不適切な会計処理の判明について」において、本件会

計処理による業績に与える影響額が判明し次第、過年度決算の訂正を速やかに行う旨、お

知らせいたしました。このたび、過年度決算の具体的な訂正内容が確定いたしましたので

下記のとおりご報告いたします。 

 なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、訂正前と訂正後の全文をそれぞれ添付し、訂正

箇所には下線を付して表示しております。 

 

記 

 

１．訂正を行う決算短信 

 決算期 平成 18 年 3 月期 中間決算短針（連結） 

 発表日 平成 17 年 11 月 11 日 

 

２．訂正の理由 

当社において不適切な取引および会計処理があったためであります。 

詳細は、平成 22 年 11 月 11 日付「当社の不適切な会計処理に関する調査結果等

のご報告」をご参照ください。 

 

以上 

 



平成 1 8 年 3 月期　　  中間決算短信（連結）　　　　　　 平成 17 年 11 月 11 日

上 場 会 社 名       　愛知時計電機株式会社　　              上場取引所　東証・名証　第一部

コ ー ド 番 号         ７７２３                              本社所在都道府県　愛知県
（ＵＲＬ  http://www.aichitokei.co.jp/ ）
代　　表　　者　役職名　代表取締役社長　　氏名　池田　 一

問合せ先責任者　役職名　取締役管理本部長　氏名　久野　武治　　ＴＥＬ ( 052 ) 661 － 5151

中間決算取締役会開催日　平成 17 年 11 月 11 日
米国会計基準採用の有無  無

１． 17 年 9 月中間期の連結業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日）
(1) 連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満は切り捨てて表示しております。）

売 上 高    営業利益 経常利益

百万円　　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　　％

17 年 9 月中間期
16 年 9 月中間期

16,309
16,695

△  2.3
△  0.9

701
474

47.8
△ 66.3

765
582

31.5
△ 47.7

17 年 3 月期 35,071 1,870 2,027

中間(当期)純利益
１株当たり中間

(当期)純利益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

百万円　　　　％ 円　　銭 円　　銭

17 年 9 月中間期
16 年 9 月中間期

428
284

50.6
△ 57.3

9.20
6.11

-
-

17 年 3 月期 1,917 40.61 -
(注)①持分法投資損益　　　 17 年 9 月中間期　 - 百万円　16 年 9月中間期   - 百万円　17 年 3月期　 - 百万円
    ②期中平均株式数(連結) 17 年 9 月中間期　46,621,798 株　  16 年9 月中間期　46,624,114 株

17 年 3 月期　　　46,623,362 株
    ③会計処理の方法の変更　有
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

総 資 産    株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　　銭

17 年 9 月中間期
16 年 9 月中間期

36,013
34,402

16,474
13,241

45.7
38.5

353.36
283.99

17 年 3 月期 36,163 15,287 42.3 327.40
(注)期末発行済株式数（連結）17 年 9 月中間期　 46,622,937 株　　16 年 9 月中間期　46,624,755 株

17 年 3 月期 46,621,222 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

営 業 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

百万円 百万円 百万円 百万円

17 年 9 月中間期
16 年 9 月中間期

   1,072
   33

△  640
△  291

△  531
△  509

5,119
5,588

17 年 3 月期   296 △  918 △  514 5,218
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
   連結子会社数　　3　社　　持分法適用非連結子会社数　- 社　　持分法適用関連会社数　- 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
   連結　(新規)　　-　社　(除外)　　-　社　　　　持分法　(新規)　　-　社　(除外)　　- 社

２．18 年 3 月期の連結業績予想（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　　　期 35,340 2,050 1,230
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  25 円 87 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の４ページを参照して下さい。
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 添 付 資 料

（１）企 業 集 団 の 状 況

企 業 集 団 等 の 概 況          

当社グループは、当社、子会社４社及び関連会社３社で構成され、ガス関連機器、水道関連機器、民需センサー・

システム、ならびに計装等の製造販売を主な内容とし、更に各事業に関連する物流等の事業活動を展開しておりま

す。

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

　ガス関連機器及び水道関連機器　……　当社が製造、修理ならびに販売するほか、修理の一部については連結子

会社㈱アイセイテックに委託し、販売の一部については関連会社鳥生工

業㈱を通じて行っております。なお、取替工事業務の一部を、関連会社

アイコー㈱が行っております。

　民需センサー・システム及び計装              　……　当社が製造、修理ならびに販売をしております。製造、修理ならびに販

売の一部については非連結子会社の㈱伊藤電機工業所が行っております。

　特　　　　　　　　　　　　機　……　当社が製造、修理ならびに販売をしております。

　当社グループの製品の荷造梱包については連結子会社大兼組作業梱包㈱が主として行い、輸送の一部については

連結子会社大兼組運送㈱が行っております。

　事業の系統図は次のとおりであります。

　ガス関連機器及

　製品 　び水道関連機器 　製品

 　の一部 　　　 　民需センサー・システム

　　　物流の一部 　　製品 　及び計装の一部

　取替工事業

　製品 　ガス関連機器及 　務の一部

　び水道関連機器

  の一部

当　　　　　　　　　　　　　　　　　　社

計　　測　　器　　関　　連　　事　　業 特機関連事業

ガス関連機器 水道関連機器
民需センサー・

システム
計　　　　装 特　　　　機

   修理の一部

得　　　　　　　　　　意　　　　　　　　　　先

製         

品

関連会社

 鳥生工業㈱

関連会社

 アイコー㈱

関連会社

 瑞穂商事㈱

連結子会社

大兼組作業梱包㈱

大兼組運送㈱

連結子会社

 ㈱アイセイテック

非連結子会社

 ㈱伊藤電機工業所

【訂正前】
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（２）経営方針並びに経営成績及び財政状態

１．経 営 方 針

① 基 本 方 針

  当社は、「信頼、創造、奉仕」の企業理念のもとに、センサーとシステム技術を核としたき

め細かなサービスを一体として、お客様や社会の発展に貢献し、信頼を得ることによって、

会社が永続的に発展できるよう努力しております。

  当社は、「経営革新」と「経営体質の転換」を経営の基本方針とし、この進展と定着に取り

組んでおります。環境変化の激しいこの時代を乗り越え、勝ち残っていくには、お客様に満

足いただける商品をより早く、より安く提供していくことが必須の条件であり、そのために

は販売、生産、製品・システムの革新を柱とした経営全般の革新と、環境変化に機敏に対応

できるスリムで強靭な経営体質への転換が決め手になると考えるからであります。

  なお、利益配分につきましては、株主の皆様へ安定的な配当を継続するとともに、経営基

盤の強化や、長期的な事業展開に必要な内部留保の充実も図ってまいります。

② 中期経営戦略

  当社は「競争力・価値創造力を高め、事業領域を充実･拡大する」ことを基本戦略として、

3 ヵ年ローリング方式で中期経営計画の見直しを行っております。現在取り組んでおります

主要課題は次のとおりであります。

　第一は、ガス関連機器分野と水道関連機器分野の競争力強化であります。お客様の動向や

市場の変化を的確に把握し、差別化商品の開発・投入や技術と生産能力の効率的活用により、

機能、品質、コストの面でお客様の満足を高め、競争優位性の確保とシェア・アップを図り

ます。

　第二は、システム分野の事業拡大であります。当社独自のコア技術である電磁技術の高度

化を進める一方、新たなコア技術を育成し、応用商品の拡充を図ります。また、これらのセ

ンサーを中核としたシステムの開発と提案を通して、お客様の問題解決・価値創造に貢献す

ることにより事業領域の拡大を図ります。

　第三は、新規事業領域の拡大であります。新事業企画推進室を中心に、推進体制を充実・

強化し、新商品・新分野開拓に積極的に取り組んでまいります。

③ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

Ⅰ　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　　当社が広く社会に信頼され、永続的に発展するためには、コーポレート・ガバナンスが

有効に機能する体制を構築し、激しい変化に機敏に対応できる経営の機動力強化と経営の

透明性の向上を図ることが最重要課題と考えております。また、リスク管理やコンプライ

アンスの推進にも積極的に取り組み、企業の社会的責任を果たしてまいります。

　　この取り組みとして、執行役員制度を導入し、経営と業務執行を分離することにより、

取締役が本来機能である経営意思決定や業務執行の監督に特化できる体制としております。

また、当社は監査役制度を採用しており、監査役が取締役の職務遂行について厳正な監視

を行っておりますが、監査役会の下に社外専門家を加えた経営監査室を設置し、リスク管

理とコンプライアンスの監視を通じて取締役及び取締役会に助言、提言、勧告を行い、コ

ーポレート・ガバナンスの強化を図っております。

【訂正前】
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Ⅱ　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

　　当社のコーポレート・ガバナンス体制の状況

・取締役会は、９名の取締役で構成されており、社外取締役は選任されておりませんが、

経営の基本方針や経営上の重要事項の決定と執行役員の業務執行状況の監督に特化す

ることにより、取締役会の活性化を図っております。

・執行役員は、取締役兼務者を含め１３名が、取締役会の意思決定に従い、担当業務の執

行責任を担う体制としております。

・監査役会は、社外監査役３名を含む４名で構成されており、取締役会を始め各種重要会

議に出席して取締役の職務遂行状況を監査するとともに、内部監査部門及び会計監査人

との連携により、内部統制の把握並びにその強化を図っております。

・経営監査室は、社外の品質コンサルタントと弁護士を顧問に加え、リスク管理とコンプ

ライアンスの整備・運用状況を監査し、取締役会へ積極的な意見具申を行なっておりま

す。

・公認会計士監査は中央青山監査法人に依頼しており、重要監査事項を含めた年間監査計

画に基づき実施されております。また、時宜に応じてコーポレート･ガバナンス体制に

関するアドバイスを受けております。

　当期において業務を執行した公認会計士の氏名等は以下のとおりであります。

　　　中央青山監査法人　指定社員　安井金丸

　　　中央青山監査法人　指定社員　宮本正司

Ⅲ　コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

　　平成１７年４月にＣＳＲ委員会を設置し、公正取引、個人情報保護、環境保全、社会貢

献など、コンプライアンスを含む企業の社会的責任に関する課題を統括して取り組んでお

ります。

　　また、既に実施しております公正取引遵守体制をこの委員会のもとで引き続いて実施し

てまいります。

２．経 営 成 績

① 当中間連結会計期間の概況

　当社グループを取り巻く環境は、一部に景気回復の影響は見られたものの、当社製品と関

わりの深い公共事業は低水準が続き、原材料価格の高騰も重なるなど、総じて厳しい状況で

推移いたしました。

　当中間連結会計期間の売上高は、厳しい経営環境のため前年同期比２.３％減の１６３億９

百万円にとどまりましたが、利益面につきましては、コストダウン効果などが寄与し、営業

利益は、前年同期比４７.８％増の７億１百万円、経常利益も、前年同期比３１.５％増の７億６

千５百万円となりました。また、中間純利益も前年同期比５０.６％増の４億２千８百万円とな

りました。

 　事業部門別の状況は次のとおりであります。

　( 計測器関連事業 )

　売上高は、前年同期比２.４％減の１６１億９千３百万円となりました。各分野別の状況は

次のとおりであります。

【訂正前】
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　ガス関連機器

　販売価格低下の影響はありましたが、プロパンガスメーターの更新需要が増加に転じたこ

ともあり、売上高は前年同期比１.７％増の６６億６千９百万円となりました。

　水道関連機器

　厳しい価格競争が続き、販売数量の減少のため、売上高は前年同期比４.４％減の５７億２

千３百万円となりました。

  
　民需センサー･システム

　当期から、従来の住宅・ビル関連システムに計装システムの一部を加えて「民需センサー･

システム」の区分といたしました。売上高につきましては、ガス事業者向けのメーター周辺

機器等の受注増やシステム機器の更新特需があり前年同期比８.７％増の２７億４千５百万円

となりました。

　計装

　従来の計装システムの区分を見直し、新区分の市場領域に特化する体制で臨んでおります

が、公共事業の抑制に市町村合併に伴う発注の遅れなどが重なり、一段と厳しい環境が続き

ました。このため、売上高は前年同期比３０.３％減の１０億５千６百万円となりました。

( 特機関連事業 )

　特  機

　売上高は前年同期比５.２％増の１億１千５百万円となりました。

② 通 期 の 見 通 し

　今後の経済見通しにつきましては、景気は踊り場を脱却し、今後も緩やかな回復基調を持

続するとの見方もありますが、原油価格の高騰や海外景気の動向など不安材料も多く、依然

として予断を許さない状況であります。

　当社グループといたしましては、高収益体制の構築を目指した従来からの諸施策を引き続

き推進することはもとより、当期から新たに取り組んでおります施策につきましても、これ

をよりスピーディかつ着実に実行し、新たな事業領域の開拓に向けた新技術・新商品の開発

を進めてまいります。

　通期の業績につきましては、売上高は３５３億４千万円（前期比０.８％増）、経常利益は

２０億５千万円（前期比１.１％増）、当期純利益は１２億３千万円を見込んでおります。

　また、当社の配当金につきましては、１株当たり通期７円（中間配当金３円５０銭）を予定し

ております。

【訂正前】
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３．財 政 状 態

キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは１０億７千２百万円となり、

前年同期の３千３百万円の収入に比べ大幅に改善いたしました。当中間連結会計期間では、

税金等調整前中間純利益と減価償却費を主体に売上債権の減少などの資金増加要因がある反

面、棚卸資産の増加や法人税等の支払額の増加などによる資金減少もありましたが、前年同

期のような製品不具合対策損失の支払いに伴う多額の一時的支出が無かったことがキャッシ

ュ・フローの改善に繋がりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産と有価証券の取得などにより６億４

千万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び配当金の支払いにより５億３千

１百万円の支出となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前中間期末比４億６千８百万円減の

５１億１千９百万円となりました。

【訂正前】



１．中間連結貸借対照表

期　　　　別　

　科　　　　目 構成比 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 流   動   資   産 20,622 57.3    20,656 60.0   22,024 60.9   

現 金 及 び 預 金 5,249 5,684 5,334

受取手形及び売掛金 9,359 8,609 11,071

有 価 証 券 30 49 12

た な 卸 資 産 5,425 5,678 5,051

繰 延 税 金 資 産 420 491 493

そ の 他 173 180 107

貸 倒 引 当 金 △ 36 △ 37 △ 47

 固   定   資   産 15,391 42.7    13,745 40.0   14,138 39.1   

有 形 固 定 資 産 5,906 16.4    5,631 16.4   5,753 15.9   

建 物 及 び 構 築 物 1,785 1,681 1,618

機械装置及び運搬具 1,465 1,723 1,563

土 地 1,729 1,754 1,754

建 設 仮 勘 定 578 93 447

そ の 他 347 379 370

無 形 固 定 資 産 16 0.0     16 0.0 16 0.1     

9,468 26.3    8,097 23.6   8,368 23.1   

投 資 有 価 証 券 8,494 5,858 6,923

前 払 年 金 費 用 215 -        -        

繰 延 税 金 資 産 502 1,934 1,177

そ の 他 292 412 403

貸 倒 引 当 金 △ 37 △ 108 △ 136

36,013 100.0  34,402 100.0  36,163 100.0 資 産 合 計

前 連 結 会 計 年 度

（平成17年3月31日現在）

金 額

前中間連結会計期間末

（平成16年9月30日現在）

金 額

当中間連結会計期間末

投 資 そ の 他 の 資 産

 (３) 中 間 連 結 財 務 諸 表 等 

（平成17年9月30日現在）

金 額

（ 資　産　の　部 ）
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期　　　　別　

　科　　　　目 金        額 構成比 金        額 構成比 金        額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 流   動   負   債 11,256 31.3   15,141 44.0   12,182 33.7   

支払手形及び買掛金 6,274 6,102 6,464

短 期 借 入 金 2,818 6,481 2,736

未 払 法 人 税 等 222 85 625

未 払 費 用 1,549 2,003 1,757

そ の 他 390 469 597

 固   定   負   債 8,108 22.5   5,844 17.0   8,516 23.5   

長 期 借 入 金 3,743 286 4,190

退 職 給 付 引 当 金 3,881 5,045 3,831

役員退職慰労引当金 296 280 296

連 結 調 整 勘 定 64 87 75

そ の 他 122 145 122

  負    債    合    計 19,365 53.8   20,986 61.0   20,698 57.2   

　少　数　株　主　持　分 173 0.5     174 0.5     176 0.5     

 資      本      金 2,340 6.5     2,340 6.8     2,340 6.5     

 資  本  剰  余  金 87 0.2     87 0.2     87 0.2     

 利  益  剰  余  金 10,730 29.8   9,019 26.2   10,488 29.0   

 その他有価証券評価差額金 3,365 9.3     1,842 5.4     2,420 6.7     

 自   己   株   式 △ 48 0.1 △  △ 47 0.1 △  △ 48 0.1 △  

  資    本    合    計 16,474 45.7   13,241 38.5   15,287 42.3   

36,013 100.0 34,402 100.0 36,163 100.0 

前 連 結 会 計 年 度

(平成17年3月31日現在)

当中間連結会計期間末

(平成17年9月30日現在)

前中間連結会計期間末

負債、少数株主持分及び資本合計

（ 負　債　の　部 ）

（ 少数株主持分 ）

(平成16年9月30日現在)

（ 資　本　の　部 ）
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２．中間連結損益計算書

期　　　　別　

　科　　　　目 百分比 百分比 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

売 上 高 16,309 100.0 16,695 100.0 35,071 100.0

売 上 原 価 12,759 78.2 13,293 79.6 27,430 78.2

売 上 総 利 益 3,549 21.8 3,401 20.4 7,640 21.8

販売費及び一般管理費 2,848 17.5 2,927 17.5 5,770 16.5

営 業 利 益 701 4.3 474 2.9 1,870 5.3

 ( 営 業 外 収 益 ） ( 201 ) 1.2)(      ( 190 ) 1.1)(      ( 416 ) 1.2)(      

受取利息及び配 当金 66 59 87

連結調整勘定償 却額 11 10 21

そ の 他 123 119 307

 ( 営 業 外 費 用 ） ( 136 ) 0.8)(      ( 81 ) 0.5)(      ( 259 ) 0.7)(      

支 払 利 息 41 43 87

そ の 他 95 38 171

経 常 利 益 765 4.7 582 3.5 2,027 5.8

 ( 特  別  利  益 ） ( 13 ) 0.1)(      ( 9 ) 0.1)(      ( 1,228 ) 3.5)(      

固 定 資 産 売 却 益 -        9 9

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2 -        -        

厚生年金基金代行部分返 上益 11 -        1,219

 ( 特  別  損  失 ） ( 22 ) 0.2)(      ( 9 ) 0.1)(      ( 51 ) 0.2)(      

減 損 損 失 21 -        -        

投資有価証券評 価損 1 -        -        

ゴルフ会員権評 価損 -        -        5

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 -        9 46

税 金 等 調 整 前

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
4.6       3.5       9.1       

法人税、住民税及び事業税 199 1.2 62 0.4 656 1.8

法 人 税 等 調 整 額 0.8       1.3       1.8       

少 数 株 主 利 益
（△は少数株主損失）

△　　0 △ 0.0 11 0.1 13 0.0

中間（当期）純 利益 428 2.6      1.7       5.5       

582

224

284

前中間連結会計期間

自 平成16年4月 1日

至 平成16年9月30日

金 額

129

金 額

当中間連結会計期間

自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月30日

757

1,917

616

前 連 結 会 計 年 度

自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日

金 額

3,203
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３．中間連結剰余金計算書

期　　　　別　

　科　　　　目

百万円 百万円 百万円

87 86 86

0 0 0

自 己 株 式 処 分 差 益 0 0 0

87 87 87

10,488 8,946 8,946

428 284 1,917

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 428 284 1,917

187 211 374

配 当 金 163 186 349

役 員 賞 与 24 25 25

10,730 9,019 10,488

前中間連結会計期間

自 平成16年 4月 1日

至 平成16年 9月30日

金　　　　　額

当中間連結会計期間

自 平成17年 4月 1日

至 平成17年 9月30日

金　　　　　額

前連結会計年度

自 平成16年 4月 1日

至 平成17年 3月31日

金　　　　　額

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資本剰余金中間期末(期末)残高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間期末(期末)残高
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４．中間連結キャッシュ・フロー計算書

期　　　　別　

　科　　　　目
百万円 百万円 百万円

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
　　税金等調整前中間（当期）純利益 757    582    3,203  
　　減価償却費 367    316    731    
　　減損損失 21      -        -        
　　連結調整勘定償却額 △ 11      △ 10      △ 21      
　　投資有価証券評価損 1        -        -        
　　ゴルフ会員権評価損 -        -        5        
　　厚生年金基金代行部分返上益 △ 11      -        △ 1,219  
　　前払年金費用の増加額 △ 215    -        -        
　　退職給付引当金の増加額 61      32      38      
　　役員退職慰労引当金の増減額 0        △ 0        15      
　　貸倒引当金の増減額 △ 110    △ 14      23      
　　受取利息及び受取配当金 △ 66      △ 59      △ 87      
　　支払利息 41      43      87      
　　為替差益 △ 0        △ 0        △ 0        
　　有形固定資産売却益 -        △ 9        △ 9        
　　有形固定資産除売却損 9        3        16      
　　投資有価証券売却益 -        -        △ 0
　　役員賞与の支払額 △ 24      △ 25      △ 25      
　　売上債権の増減額 1,712  1,730  △ 732    
　　たな卸資産の増減額 △ 374    208    836    
　　仕入債務の減少額 △ 189    △ 923    △ 560    
　　未払消費税等の増減額 △ 122    60      151    
　　その他 △ 202    △ 827    △ 803    
　　　　小     計 1,643  1,108  1,651  
　　利息及び配当金の受取額 66      59      87      
　　利息の支払額 △ 41      △ 43      △ 87      
　　製品不具合対策損失の支払額 -        △ 995    △ 1,196  
　　法人税等の支払額 △ 596    △ 95      △ 157    
　　 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,072  33      296    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
　　定期預金の純増減額 △ 13      57      37      
　　有価証券の取得による支出 △ 4        △ 9        △ 9        
　　有価証券の売却による収入 4        127    164    
　　有形固定資産の取得による支出 △ 620    △ 417    △ 933    
　　有形固定資産の売却による収入 7        12      13      
　　投資有価証券の取得による支出 △ 27      △ 69      △ 193    
　　投資有価証券の売却による収入 -        -        0
　　その他 13      8        2        
　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 640    △ 291    △ 918    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
　　短期借入金の純増減額 25      20      △ 36      
　　長期借入による収入 100    -        4,737  
　　長期借入金の返済による支出 △ 490    △ 342    △ 4,864  
　　自己株式の純増減額 0        0        △ 0
　　配当金の支払額 △ 163    △ 186    △ 349    
　　少数株主への配当金の支払額 △ 2        △ 2        △ 2        
　　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 531    △ 509    △ 514    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0        0        0        
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 98      △ 767    △ 1,137  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,218  6,355  6,355  
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 5,119  5,588  5,218  

前連結会計年度
自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日
金　　　　　額

当中間連結会計期間
自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月30日
金　　　　　額

前中間連結会計期間
自 平成16年4月 1日

至 平成16年9月30日
金　　　　　額
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

(１)連結子会社の数　３社
　連結子会社名　㈱アイセイテック、大兼組作業梱包㈱、大兼組運送㈱

(２)非連結子会社の数　１社
　非連結子会社名　㈱伊藤電機工業所
（連結の範囲から除いた理由）

２．持分法の適用に関する事項

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社３社の中間決算日は、親会社と同一の９月30日であります。

４.会計処理基準に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。

その他有価証券（時価のあるもの）… 中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。
その他有価証券（時価のないもの）… 移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

移動平均法による原価法を採用しております。

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　３年から50年

　機械装置　　２年から12年

（追加情報）

(３)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

②　退職給付引当金

（追加情報）
連結財務諸表提出会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、
平成17年3月31日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年8月9日付で国に返還額（最
低責任準備金）の納付を行いました。
これに伴い、代行返上認可により修正された退職給付債務と実際返還額との差額11百万円を特別利
益の厚生年金基金代行部分返上益として計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

会計基準変更時差異については、７年による按分額を費用処理しており、当中間連結会計期間にお
いては、同按分額に12分の６を乗じた額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法
により処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間（14年から18
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、中間連結純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

持分法を適用していない非連結子会社１社及び関連会社３社については、それぞれ中間連結純損益及び連
結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の対象から除
いております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を採用してお
ります。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

当中間連結会計期間より工具器具備品の一部の残存価額について、法人税法に規定する価額から実
質価額に変更しております。これにより、営業利益及び経常利益並びに税金等調整前中間純利益が
24百万円減少しております。
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③　役員退職慰労引当金

(４)重要なリース取引の処理方法

(５)重要なヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理を行っております。

(６)消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

５.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（会計方針の変更）

注　記　事　項
（中間連結貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額
19,512 百万円 19,276 百万円 19,360 百万円

２．受取手形割引高 499 百万円 699 百万円 499 百万円
３．担保資産及び担保付債務

①担保資産
建　　　　物 424 百万円 223 百万円 218 百万円
土　　　　地 116 2 2
投資有価証券 5,627 3,761 4,382
　　 計 6,168 3,987 4,603

②担保付債務
長期借入金 249 百万円 254 百万円 2,598 百万円
短期借入金 2,605 3,468 416
　　計 2,854 3,723 3,015

（中間連結損益計算書関係）

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
従業員給料手当 1,181 百万円 1,196 百万円 2,324 百万円
荷造梱包費及び輸送費 338 百万円 377 百万円 707 百万円
退職給付費用 44 百万円 115 百万円 230 百万円

２．減損損失
当中間連結会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場　　所
北海道石狩市
東京都葛飾区

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく必要額を計上しておりま
す。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

当社グループは、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを行っておりますが、現在未稼動で今後
も事業の用に供する予定のないものについては遊休資産としてグルーピングしております。
上記の資産について、遊休状態であり今後も使用の目処が立っていない資産グループの帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、21百万円の減損損失を計上しております。減損損失の内訳は、建物０百
万円、土地20百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として路線価により
評価しております。

遊休資産 土　地
遊休資産 土地等

平成17年9月期 平成16年9月期 平成17年3月期

用　　途 種　　類

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。これにより税金等調
整前中間純利益は21百万円減少しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除
しております。

平成17年9月期 平成16年9月期 平成17年3月期
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

平成17年9月期 平成16年9月期 平成17年3月期
現金及び預金勘定 5,249 百万円 5,684 百万円 5,334 百万円
有価証券勘定 30 49 12
　　計 5,279 5,734 5,347
預入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 136 △ 103 △ 123
償還期間が３ヶ月を超える債券等 △ 22 △ 42 △ 4
現金及び現金同等物 5,119 5,588 5,218

① セ グ メ ン ト 情 報
１．事業の種類別セグメントの情報

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高
海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

② リ ー ス 取 引
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

③ 有 価 証 券
１．時価のある有価証券 (単位：百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額

時価 差 額
中間連結
貸借対照
表計上額

時価 差 額
中間連結
貸借対照
表計上額

時価 差 額

(1)満期保有目的の債券

①国債・地方債 58       57       0 △     23       23       -        43       43       0

58       57       0 △     23       23       -        43       43       0

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価
連結貸借
対照表
計上額

差 額

(2)その他有価証券

①株式 2,705   7,802   5,096  2,674   5,266   2,592  2,704   6,237   3,532  

②債券 -         -         -        2         2         0 -         -         -        

③その他 3         2         0 △     3         3         0         3         3         0         

2,708   7,805   5,096 2,679   5,271   2,592 2,707   6,240   3,532

２．時価評価されていない主な有価証券 (単位：百万円)

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

(1)満期保有目的の債券

利付金融債 117     117     117     

(2)その他有価証券

455     424     445     

(注)

④ デ リ バ テ ィ ブ 取 引
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されている
科目の金額との関係

非上場株式（店頭売買株
式を除く）

当中間連結会計期間において、その他有価証券について1百万円（時価のある株式0百万円、時価評価
されていない株式0百万円）減損処理を行っております。
減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄は全て減損処
理を行い、30～50％程度下落した銘柄は、回復可能性が認められないと判断される銘柄について減損
処理を行っております。
なお、時価のない銘柄については、取得原価に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処理し
ております。

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成17年9月30日現在） （平成16年9月30日現在） （平成17年3月31日現在）

計

区分

計

種　　類

（平成17年9月30日現在） （平成16年9月30日現在） （平成17年3月31日現在）

区分

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「計測器関連事業」の割合がいずれも 90％
を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ
ん。

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末
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（単位：百万円）

金　　額
構成比
(%)

前年同期比

(%)
金　　額

構成比
(%)

前年同期比

(%)
金　　額

構成率
(%)

前年同期比

(%)
金　　額

構成率
(%)

前年同期比

(%)

ガス関連機器 6,559        39.2     7.2 △       6,854        37.3     2.1           6,669        40.9     1.7           6,720        35.3     1.9 △       

水道関連機器 5,987        35.9     3.4           4,807        26.2     0.1           5,723        35.1     4.4 △       4,856        25.5     1.0           

計測器関連事業
民需センサー・

システム
2,524        15.1     11.6         3,298        18.0     5.3           2,745        16.8     8.7           3,564        18.7     8.1           

計　　　　装 1,514        9.1       8.4 △       3,278        17.8     0.2           1,056        6.5       30.3 △     3,783        19.9     15.4         

計 16,585      99.3     1.1 △       18,238      99.3     1.8           16,193      99.3     2.4 △       18,926      99.4     3.8           

特　機関連事業 特　　　　機 109          0.7       36.7         136          0.7       51.3         115          0.7       5.2           104          0.6       23.5 △     

16,695      100.0    0.9 △       18,375      100.0    2.0           16,309      100.0    2.3 △       19,030      100.0    3.6           

(  242) (  198) (  244) (  230)

（注）当連結会計年度から、製品の区分及び表示方法について、従来の住宅・ビル関連システムと計装システムの一部を組み替え、
　　　民需センサー・システムと計装に変更致しました。（前連結会計年度実績も組み替えて表示しております。）

当 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度

自 平成16年 4月 1日

至 平成16年 9月30日
自 平成16年10月 1日
至 平成17年 3月31日

下　半　期上　半　期

（４） 事 業 部 門 別 売 上 高 比 較 表 

（ 輸 出 ）

合　　　　　　計

上　半　期

自 平成17年 4月 1日

至 平成17年 9月30日

下半期（予想）

事　　業　　部　　門
自 平成17年10月 1日
至 平成18年 3月31日
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【訂正後】 

 
平成 18 年 3 月期    中間決算短信（連結）       平成 17 年 11 月 11 日 

上 場 会 社 名        愛知時計電機株式会社                上場取引所 東証・名証 第一部 

コ ー ド 番 号         ７７２３                              本社所在都道府県 愛知県 
（ＵＲＬ  http://www.aichitokei.co.jp/ ） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 池田  一 

問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏名 久野 武治  ＴＥＬ ( 052 ) 661 － 5151 

中間決算取締役会開催日 平成 17 年 11 月 11 日 

米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 17 年 9 月中間期の連結業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                   （百万円未満は切り捨てて表示しております。） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

16,228 
16,695 

△  2.8
△  0.9

670
474

41.3
△ 66.3

735 
582 

26.1
△ 47.7

17 年 3 月期 35,071 1,870 2,027 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

△405 
284 

- 
△ 57.3

△8.69 
6.11 

- 
- 

17 年 3 月期 1,917 40.61 - 

(注)①持分法投資損益    17 年 9 月中間期  - 百万円 16 年 9 月中間期   - 百万円 17 年 3 月期  - 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 17 年 9 月中間期 46,621,798 株   16 年 9 月中間期 46,624,114 株 

17 年 3 月期   46,623,362 株 
    ③会計処理の方法の変更 有 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円   銭

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

35,179 
34,402 

15,640 
13,241 

44.5 
38.5 

335.47 
283.99 

17 年 3 月期 36,163 15,287 42.3 327.40 

(注)期末発行済株式数（連結）17 年 9 月中間期  46,622,937 株  16 年 9 月中間期 46,624,755 株 
17 年 3 月期 46,621,222 株 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

   1,072 
   33 

△  640 
△  291 

△  531 
△  509 

5,119 
5,588 

17 年 3 月期   296 △  918 △  514 5,218 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  3 社  持分法適用非連結子会社数 - 社  持分法適用関連会社数 - 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  - 社 (除外)  - 社    持分法 (新規)  - 社 (除外)  - 社 
 
２．18 年 3 月期の連結業績予想（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 35,340 2,050 1,230 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  25 円 87 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の４ページを参照して下さい。 
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 添 付 資 料  

（１）企 業 集 団 の 状 況  
 

企 業 集 団 等 の 概 況           

 

当社グループは、当社、子会社４社及び関連会社３社で構成され、ガス関連機器、水道関連機器、民需センサー・

システム、ならびに計装等の製造及び販売を主な内容とし、更に各事業に関連する物流等の事業活動を展開してお

ります。 

 

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

 

 ガス関連機器及び水道関連機器 …… 当社が製造及び販売を行うほか、製造の一部については連結子会社㈱ア

イセイテックに委託し、販売の一部については関連会社鳥生工業㈱を通

じて行っております。なお、取替工事業務の一部を、関連会社アイコー

㈱が行っております。 

 民需センサー・システム及び計装               …… 当社が製造及び販売を行っております。製造及び販売の一部については

非連結子会社の㈱伊藤電機工業所が行っております。 

 特            機 …… 当社が製造及び販売を行っております。 

 当社グループの製品の荷造梱包については連結子会社大兼組作業梱包㈱が主として行い、輸送の一部については

連結子会社大兼組運送㈱が行っております。 

 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

   ガス関連機器及 

 製品  び水道関連機器       製品 

   の一部         民需センサー・システム 

      物流の一部    製品  及び計装の一部 

 

 

 

     取替工事業 

  製品  ガス関連機器及  務の一部 

   び水道関連機器 

    の一部 

 

当                  社 

計  測  器  関  連  事  業 特機関連事業 

ガス関連機器 水道関連機器 
民需センサー・ 

システム 
計    装 特    機 

      ガス関連機器及び水道関連機器の一部 

 

得          意          先 

製         

品 

関連会社 

 鳥生工業㈱ 

関連会社 

 アイコー㈱ 

関連会社 

 瑞穂商事㈱ 

連結子会社 
大兼組作業梱包㈱ 
大兼組運送㈱ 

連結子会社 

 ㈱アイセイテック 

非連結子会社 

 ㈱伊藤電機工業所 



【訂正後】 

- 2 - 

（２）経営方針並びに経営成績及び財政状態   
 

１．経  営  方  針   

 

①  基  本  方  針  

  当社は、「信頼、創造、奉仕」の企業理念のもとに、センサーとシステム技術を核としたき

め細かなサービスを一体として、お客様や社会の発展に貢献し、信頼を得ることによって、

会社が永続的に発展できるよう努力しております。  

  当社は、「経営革新」と「経営体質の転換」を経営の基本方針とし、この進展と定着に取り

組んでおります。環境変化の激しいこの時代を乗り越え、勝ち残っていくには、お客様に満

足いただける商品をより早く、より安く提供していくことが必須の条件であり、そのために

は販売、生産、製品・システムの革新を柱とした経営全般の革新と、環境変化に機敏に対応

できるスリムで強靭な経営体質への転換が決め手になると考えるからであります。  

  なお、利益配分につきましては、株主の皆様へ安定的な配当を継続するとともに、経営基

盤の強化や、長期的な事業展開に必要な内部留保の充実も図ってまいります。  

 

②  中期経営戦略   

  当社は「競争力・価値創造力を高め、事業領域を充実･拡大する」ことを基本戦略として、

3 ヵ年ローリング方式で中期経営計画の見直しを行っております。現在取り組んでおります

主要課題は次のとおりであります。  

 第一は、ガス関連機器分野と水道関連機器分野の競争力強化であります。お客様の動向や

市場の変化を的確に把握し、差別化商品の開発・投入や技術と生産能力の効率的活用により、

機能、品質、コストの面でお客様の満足を高め、競争優位性の確保とシェア・アップを図り

ます。  

 第二は、システム分野の事業拡大であります。当社独自のコア技術である電磁技術の高度

化を進める一方、新たなコア技術を育成し、応用商品の拡充を図ります。また、これらのセ

ンサーを中核としたシステムの開発と提案を通して、お客様の問題解決・価値創造に貢献す

ることにより事業領域の拡大を図ります。  

 第三は、新規事業領域の拡大であります。新事業企画推進室を中心に、推進体制を充実・

強化し、新商品・新分野開拓に積極的に取り組んでまいります。  

 

③  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況   

Ⅰ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方  

  当社が広く社会に信頼され、永続的に発展するためには、コーポレート・ガバナンスが

有効に機能する体制を構築し、激しい変化に機敏に対応できる経営の機動力強化と経営の

透明性の向上を図ることが最重要課題と考えております。また、リスク管理やコンプライ

アンスの推進にも積極的に取り組み、企業の社会的責任を果たしてまいります。  

  この取り組みとして、執行役員制度を導入し、経営と業務執行を分離することにより、

取締役が本来機能である経営意思決定や業務執行の監督に特化できる体制としております。

また、当社は監査役制度を採用しており、監査役が取締役の職務遂行について厳正な監視

を行っておりますが、監査役会の下に社外専門家を加えた経営監査室を設置し、リスク管

理とコンプライアンスの監視を通じて取締役及び取締役会に助言、提言、勧告を行い、コ

ーポレート・ガバナンスの強化を図っております。  
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Ⅱ コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況  

  当社のコーポレート・ガバナンス体制の状況  

・取締役会は、９名の取締役で構成されており、社外取締役は選任されておりませんが、

経営の基本方針や経営上の重要事項の決定と執行役員の業務執行状況の監督に特化す

ることにより、取締役会の活性化を図っております。  

・執行役員は、取締役兼務者を含め１３名が、取締役会の意思決定に従い、担当業務の執

行責任を担う体制としております。  

・監査役会は、社外監査役３名を含む４名で構成されており、取締役会を始め各種重要会

議に出席して取締役の職務遂行状況を監査するとともに、内部監査部門及び会計監査人

との連携により、内部統制の把握並びにその強化を図っております。  

・経営監査室は、社外の品質コンサルタントと弁護士を顧問に加え、リスク管理とコンプ

ライアンスの整備・運用状況を監査し、取締役会へ積極的な意見具申を行なっておりま

す。  

・公認会計士監査は中央青山監査法人に依頼しており、重要監査事項を含めた年間監査計

画に基づき実施されております。また、時宜に応じてコーポレート･ガバナンス体制に

関するアドバイスを受けております。  

 当期において業務を執行した公認会計士の氏名等は以下のとおりであります。  

   中央青山監査法人 指定社員 安井金丸  

   中央青山監査法人 指定社員 宮本正司  

 

Ⅲ コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況  

  平成１７年４月にＣＳＲ委員会を設置し、公正取引、個人情報保護、環境保全、社会貢

献など、コンプライアンスを含む企業の社会的責任に関する課題を統括して取り組んでお

ります。  

  また、既に実施しております公正取引遵守体制をこの委員会のもとで引き続いて実施し

てまいります。  

 

 

２．経  営  成  績   

 

① 当中間連結会計期間の概況  

 当社グループを取り巻く環境は、一部に景気回復の影響は見られたものの、当社製品と関

わりの深い公共事業は低水準が続き、原材料価格の高騰も重なるなど、総じて厳しい状況で

推移いたしました。  

 当中間連結会計期間の売上高は、厳しい経営環境のため前年同期比２.８％減の１６２億２

千８百万円にとどまりましたが、利益面につきましては、コストダウン効果などが寄与し、

営業利益は、前年同期比４１．３％増の６億７千万円、経常利益も、前年同期比２６．１％増の７

億３千５百万円となりました。しかし、中間純利益は、過年度損益修正損を特別損失に計上

したこともあり、４億５百万円の損失となりました。  

 

  事業部門別の状況は次のとおりであります。  

 

 ( 計測器関連事業  ) 

 売上高は、前年同期比２.８％減の１６１億１千３百万円となりました。各分野別の状況は

次のとおりであります。  
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 ガス関連機器  

 販売価格低下の影響はありましたが、プロパンガスメーターの更新需要が増加に転じたこ

ともあり、売上高は前年同期比１.７％増の６６億６千９百万円となりました。  

 

 水道関連機器  

 厳しい価格競争が続き、販売数量の減少のため、売上高は前年同期比４.４％減の５７億２

千３百万円となりました。  

  

 民需センサー･システム  

 当期から、従来の住宅・ビル関連システムに計装システムの一部を加えて「民需センサー･

システム」の区分といたしました。売上高につきましては、ガス事業者向けのメーター周辺

機器等の受注増やシステム機器の更新特需があり前年同期比８.７％増の２７億４千５百万円

となりました。  

 

 計装  

 従来の計装システムの区分を見直し、新区分の市場領域に特化する体制で臨んでおります

が、公共事業の抑制に市町村合併に伴う発注の遅れなどが重なり、一段と厳しい環境が続き

ました。このため、売上高は前年同期比３５.５％減の９億７千５百万円となりました。  

 

( 特機関連事業  ) 

 特   機  

 売上高は前年同期比５.２％増の１億１千５百万円となりました。  

 

② 通 期 の 見 通 し  

 今後の経済見通しにつきましては、景気は踊り場を脱却し、今後も緩やかな回復基調を持

続するとの見方もありますが、原油価格の高騰や海外景気の動向など不安材料も多く、依然

として予断を許さない状況であります。  

 当社グループといたしましては、高収益体制の構築を目指した従来からの諸施策を引き続

き推進することはもとより、当期から新たに取り組んでおります施策につきましても、これ

をよりスピーディかつ着実に実行し、新たな事業領域の開拓に向けた新技術・新商品の開発

を進めてまいります。  

 通期の業績につきましては、売上高は３５３億４千万円（前期比０.８％増）、経常利益は

２０億５千万円（前期比１.１％増）、当期純利益は１２億３千万円を見込んでおります。  

 また、当社の配当金につきましては、１株当たり通期７円（中間配当金３円５０銭）を予定し

ております。  
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３．財  政  状  態   

 

キャッシュ・フローの状況   

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは１０億７千２百万円となり、

前年同期の３千３百万円の収入に比べ大幅に改善いたしました。当中間連結会計期間では、

減価償却費を主体に売上債権の減少などの資金増加要因がある反面、棚卸資産の増加や法人

税等の支払額の増加などによる資金減少もありましたが、前年同期のような製品不具合対策

損失の支払いに伴う多額の一時的支出が無かったことがキャッシュ・フローの改善に繋がり

ました。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産と有価証券の取得などにより６億４

千万円の支出となりました。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び配当金の支払いにより５億３千

１百万円の支出となりました。  

 以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前中間期末比４億６千８百万円減の

５１億１千９百万円となりました。  
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１．中間連結貸借対照表

期　　　　別　

　科　　　　目 構成比 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 流   動   資   産 19,788 56.2   20,656 60.0   22,024 60.9   

現 金 及 び 預 金 5,249 5,684 5,334

受取手形及び売掛金 8,536 8,609 11,071

有 価 証 券 30 49 12

た な 卸 資 産 5,410 5,678 5,051

繰 延 税 金 資 産 420 491 493

そ の 他 178 180 107

貸 倒 引 当 金 △ 36 △ 37 △ 47

 固   定   資   産 15,391 43.8   13,745 40.0   14,138 39.1   

有 形 固 定 資 産 5,906 16.8   5,631 16.4   5,753 15.9   

建 物 及 び 構 築 物 1,785 1,681 1,618

機械装置及び運搬具 1,465 1,723 1,563

土 地 1,729 1,754 1,754

建 設 仮 勘 定 578 93 447

そ の 他 347 379 370

無 形 固 定 資 産 16 0.1     16 0.0 16 0.1    

9,468 26.9   8,097 23.6   8,368 23.1   

投 資 有 価 証 券 8,494 5,858 6,923

前 払 年 金 費 用 215 -       -       

繰 延 税 金 資 産 502 1,934 1,177

そ の 他 292 412 403

貸 倒 引 当 金 △ 37 △ 108 △ 136

35,179 100.0 34,402 100.0 36,163 100.0 

 (３) 中 間 連 結 財 務 諸 表 等 

（平成17年9月30日現在）

金 額

（ 資　産　の　部 ）

資 産 合 計

前 連 結 会 計 年 度

（平成17年3月31日現在）

金 額

前中間連結会計期間末

（平成16年9月30日現在）

金 額

当中間連結会計期間末

投 資 そ の 他 の 資 産

- 6 -



【訂正後】

期　　　　別　

　科　　　　目 金        額 構成比 金        額 構成比 金        額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 流   動   負   債 11,256 32.0  15,141 44.0  12,182 33.7  

支払手形及び買掛金 6,264 6,102 6,464

短 期 借 入 金 2,818 6,481 2,736

未 払 法 人 税 等 222 85 625

未 払 費 用 1,549 2,003 1,757

そ の 他 400 469 597

 固   定   負   債 8,108 23.0  5,844 17.0  8,516 23.5  

長 期 借 入 金 3,743 286 4,190

退 職 給 付 引 当 金 3,881 5,045 3,831

役員退職慰労引当金 296 280 296

連 結 調 整 勘 定 64 87 75

そ の 他 122 145 122

  負    債    合    計 19,365 55.0  20,986 61.0  20,698 57.2  

　少　数　株　主　持　分 173 0.5    174 0.5    176 0.5    

 資      本      金 2,340 6.7    2,340 6.8    2,340 6.5    

 資  本  剰  余  金 87 0.2    87 0.2    87 0.2    

 利  益  剰  余  金 9,895 28.1  9,019 26.2  10,488 29.0  

 その他有価証券評価差額金 3,365 9.6    1,842 5.4    2,420 6.7    

 自   己   株   式 △ 48 0.1 △  △ 47 0.1 △  △ 48 0.1 △  

  資    本    合    計 15,640 44.5  13,241 38.5  15,287 42.3  

35,179 100.0 34,402 100.0 36,163 100.0 負債、少数株主持分及び資本合計

（ 負　債　の　部 ）

（ 少数株主持分 ）

(平成16年9月30日現在)

（ 資　本　の　部 ）

前 連 結 会 計 年 度

(平成17年3月31日現在)

当中間連結会計期間末

(平成17年9月30日現在)

前中間連結会計期間末
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２．中間連結損益計算書

期　　　　別　

　科　　　　目 百分比 百分比 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

売 上 高 16,228 100.0 16,695 100.0 35,071 100.0

売 上 原 価 12,710 78.3 13,293 79.6 27,430 78.2

売 上 総 利 益 3,518 21.7 3,401 20.4 7,640 21.8

販売費及び一般管理費 2,848 17.6 2,927 17.5 5,770 16.5

営 業 利 益 670 4.1 474 2.9 1,870 5.3

 ( 営 業 外 収 益 ） ( 201 ) 1.2)(     ( 190 ) 1.1)(     ( 416 ) 1.2)(     

受取利息及び配当金 66 59 87

連結調整勘定償却額 11 10 21

そ の 他 123 119 307

 ( 営 業 外 費 用 ） ( 136 ) 0.8)(     ( 81 ) 0.5)(     ( 259 ) 0.7)(     

支 払 利 息 41 43 87

そ の 他 95 38 171

経 常 利 益 735 4.5 582 3.5 2,027 5.8

 ( 特  別  利  益 ） ( 13 ) 0.1)(     ( 9 ) 0.1)(     ( 1,228 ) 3.5)(     

固 定 資 産 売 却 益 -       9 9

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2 -       -       

厚生年金基金代行部分返上益 11 -       1,219

 ( 特  別  損  失 ） ( 825 ) 5.1)(     ( 9 ) 0.1)(     ( 51 ) 0.2)(     

減 損 損 失 21 -       -       

投資有価証券評価損 1 -       -       

ゴルフ会員権評価損 -       -       5

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 -       9       46

不正取引に係る損失 15 -       -       

過 年 度 損 益 修 正 損 787 -       -       

税金等調整前中間(当期)純利益
(△は税金等調整前中間純損失) 0.5 △  3.5      9.1      

法人税、住民税及び事業税 199 1.2 62 0.4 656 1.8

法 人 税 等 調 整 額 0.8      1.3      1.8      
少 数 株 主 利 益
（△は少数株主損失）

△　　0 △ 0.0 11 0.1 13 0.0

中間（当期）純利益
（△は中間純損失）

△ 405 2.5 △  1.7      5.5      1,917

616

前 連 結 会 計 年 度

自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日

金 額

3,203

129

金 額

当中間連結会計期間

自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月30日

△ 77 582

224

284

前中間連結会計期間

自 平成16年4月 1日

至 平成16年9月30日

金 額
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３．中間連結剰余金計算書

期　　　　別　

　科　　　　目

百万円 百万円 百万円

87 86 86

0 0 0

自 己 株 式 処 分 差 益 0 0 0

87 87 87

10,488 8,946 8,946

△     405 284 1,917

中間(当期)純利益（△
は中間純損失）

△     405 284 1,917

187 211 374

配 当 金 163 186 349

役 員 賞 与 24 25 25

9,895 9,019 10,488

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間期末(期末)残高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資本剰余金中間期末(期末)残高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 増 加 高

前連結会計年度

自 平成16年 4月 1日

至 平成17年 3月31日

金　　　　　額

当中間連結会計期間

自 平成17年 4月 1日

至 平成17年 9月30日

金　　　　　額

前中間連結会計期間

自 平成16年 4月 1日

至 平成16年 9月30日

金　　　　　額
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４．中間連結キャッシュ・フロー計算書

期　　　　別

　科　　　　目
百万円 百万円 百万円

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
　　税金等調整前中間（当期）純利益
　　（△は税金等調整前中間純損失） △ 77     582    3,203 

　　減価償却費 367  316  731    
　　減損損失 21   -     -       
　　連結調整勘定償却額 △ 11   △ 10   △ 21     
　　投資有価証券評価損 1     -     -       
　　ゴルフ会員権評価損 -     -     5       
　　過年度損益修正損 787  -     -       

　　厚生年金基金代行部分返上益 △ 11   -     △ 1,219 
　　前払年金費用の増加額 △ 215  -     -       
　　退職給付引当金の増加額 61   32   38     
　　役員退職慰労引当金の増減額 0     △ 0     15     
　　貸倒引当金の増減額 △ 110  △ 14   23     
　　受取利息及び受取配当金 △ 66   △ 59   △ 87     
　　支払利息 41   43   87     
　　為替差益 △ 0     △ 0     △ 0       
　　有形固定資産売却益 -     △ 9     △ 9       
　　有形固定資産除売却損 9     3     16     
　　投資有価証券売却益 -     -     △ 0
　　役員賞与の支払額 △ 24   △ 25   △ 25     
　　売上債権の増減額 1,747 1,730 △ 732    
　　たな卸資産の増減額 △ 359  208  836    
　　仕入債務の減少額 △ 158  △ 923  △ 560    

　　未払消費税等の増減額 △ 122  60   151    
　　その他 △ 236  △ 827  △ 803    

　　　　小     計 1,643 1,108 1,651 
　　利息及び配当金の受取額 66   59   87     
　　利息の支払額 △ 41   △ 43   △ 87     
　　製品不具合対策損失の支払額 -     △ 995  △ 1,196 
　　法人税等の支払額 △ 596  △ 95   △ 157    
　　 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,072 33   296    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
　　定期預金の純増減額 △ 13   57   37     
　　有価証券の取得による支出 △ 4     △ 9     △ 9       
　　有価証券の売却による収入 4     127  164    
　　有形固定資産の取得による支出 △ 620  △ 417  △ 933    
　　有形固定資産の売却による収入 7     12   13     
　　投資有価証券の取得による支出 △ 27   △ 69   △ 193    
　　投資有価証券の売却による収入 -     -     0
　　その他 13   8     2       
　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 640  △ 291  △ 918    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
　　短期借入金の純増減額 25   20   △ 36     
　　長期借入による収入 100  -     4,737 
　　長期借入金の返済による支出 △ 490  △ 342  △ 4,864 
　　自己株式の純増減額 0     0     △ 0
　　配当金の支払額 △ 163  △ 186  △ 349    
　　少数株主への配当金の支払額 △ 2     △ 2     △ 2       
　　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 531  △ 509  △ 514    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0     0     0       
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 98   △ 767  △ 1,137 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,218 6,355 6,355 
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 5,119 5,588 5,218 

前中間連結会計期間
自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日
金 　　　　額

当中間連結会計期間
自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日
金 　　　　額

前連結会計年度
自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日
金　　　　　額
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【訂正後】

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項
(１)連結子会社の数　３社
　連結子会社名　㈱アイセイテック、大兼組作業梱包㈱、大兼組運送㈱

(２)非連結子会社の数　１社
　非連結子会社名　㈱伊藤電機工業所
（連結の範囲から除いた理由）

２．持分法の適用に関する事項

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社３社の中間決算日は、親会社と同一の９月30日であります。

４.会計処理基準に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。
その他有価証券（時価のあるもの）中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採
用しております。

その他有価証券（時価のないもの）移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産

移動平均法による原価法を採用しております。
(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産
定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　　　３年から50年
　機械装置　　２年から12年
（追加情報）

(３)重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

②　退職給付引当金

（追加情報）

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、中間連結純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

持分法を適用していない非連結子会社１社及び関連会社３社については、それぞれ中間連結純損益及び連
結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の対象から除
いております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を採用しており
ます。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

当中間連結会計期間より工具器具備品の一部の残存価額について、法人税法に規定する価額から実質
価額に変更しております。これにより、営業利益及び経常利益は24百万円減少、税金等調整前中間純
損失は24百万円増加しております。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
会計基準変更時差異については、７年による按分額を費用処理しており、当中間連結会計期間におい
ては、同按分額に12分の６を乗じた額を計上しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法に
より処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間（14年から18年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

連結財務諸表提出会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平
成17年3月31日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年8月9日付で国に返還額（最低
責任準備金）の納付を行いました。
これに伴い、代行返上認可により修正された退職給付債務と実際返還額との差額11百万円を特別利益
の厚生年金基金代行部分返上益として計上しております。
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【訂正後】
③　役員退職慰労引当金

(４)重要なリース取引の処理方法

(５)重要なヘッジ会計の方法
金利スワップについて特例処理を行っております。

(６)消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。

５.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（会計方針の変更）

注　記　事　項
（中間連結貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額
19,512 百万円 19,276 百万円 19,360 百万円

２．受取手形割引高 499 百万円 699 百万円 499 百万円
３．担保資産及び担保付債務

①担保資産
建　　　　物 424 百万円 223 百万円 218 百万円
土　　　　地 116 2 2
投資有価証券 5,627 3,761 4,382
　　 計 6,168 3,987 4,603

②担保付債務
長期借入金 249 百万円 254 百万円 2,598 百万円
短期借入金 2,605 3,468 416
　　計 2,854 3,723 3,015

（中間連結損益計算書関係）

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
従業員給料手当 1,181 百万円 1,196 百万円 2,324 百万円
荷造梱包費及び輸送費 338 百万円 377 百万円 707 百万円
退職給付費用 44 百万円 115 百万円 230 百万円

２．減損損失
当中間連結会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場　　所
北海道石狩市
東京都葛飾区

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。これにより税
金等調整前中間純損失は21百万円増加しております。
なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控
除しております。

平成17年9月期 平成16年9月期 平成17年3月期

平成17年9月期 平成16年9月期 平成17年3月期

用 　途 種 　類

上記の資産について、遊休状態であり今後も使用の目処が立っていない資産グループの帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、21百万円の減損損失を計上しております。減損損失の内訳は、建物
０百万円、土地20百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として路線価によ
り評価しております。

遊休資産 土 地
遊休資産 土地等

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく必要額を計上しておりま
す。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

当社グループは、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを行っておりますが、現在未稼動で今
後も事業の用に供する予定のないものについては遊休資産としてグルーピングしております。
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【訂正後】
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

平成17年9月期 平成16年9月期 平成17年3月期
現金及び預金勘定 5,249 百万円 5,684 百万円 5,334 百万円
有価証券勘定 30 49 12
　　計 5,279 5,734 5,347
預入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 136 △ 103 △ 123
償還期間が３ヶ月を超える債券等 △ 22 △ 42 △ 4
現金及び現金同等物 5,119 5,588 5,218

① セ グ メ ン ト 情 報
１．事業の種類別セグメントの情報

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高
海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

② リ ー ス 取 引
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

③ 有 価 証 券
１．時価のある有価証券 (単位：百万円)

中間連
結貸借
対照表
計上額

時価 差 額

中間連
結貸借
対照表
計上額

時価 差 額

中間連
結貸借
対照表
計上額

時価 差 額

(1)満期保有目的の債券
①国債・地方債 58      57      0 △    23      23      -       43      43      0

58      57      0 △    23      23      -       43      43      0

取得原価

中間連
結貸借
対照表
計上額

差 額 取得原価

中間連
結貸借
対照表
計上額

差 額 取得原価

連結貸
借対照
表

計上額

差 額

(2)その他有価証券
①株式 2,705  7,802  5,096 2,674  5,266  2,592 2,704  6,237  3,532 
②債券 -        -        -       2        2        0 -        -        -       
③その他 3        2        0 △    3        3        0        3        3        0        

2,708  7,805  5,096 2,679  5,271  2,592 2,707  6,240  3,532
２．時価評価されていない主な有価証券 (単位：百万円)

中間連結貸借対照表計上額中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

(1)満期保有目的の債券
利付金融債 117     117     117     

(2)その他有価証券

455     424     445     

(注)

④ デ リ バ テ ィ ブ 取 引
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されて
いる科目の金額との関係

非上場株式（店頭売買
株式を除く）

当中間連結会計期間において、その他有価証券について1百万円（時価のある株式0百万円、
時価評価されていない株式0百万円）減損処理を行っております。
減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄は全
て減損処理を行い、30～50％程度下落した銘柄は、回復可能性が認められないと判断される
銘柄について減損処理を行っております。

計

区分

計

（平成17年9月30日現在） （平成16年9月30日現在） （平成17年3月31日現在）

なお、時価のない銘柄については、取得原価に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減
損処理しております。

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末
（平成17年9月30日現在） （平成16年9月30日現在） （平成17年3月31日現在）種　　類

区分

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「計測器関連事業」の割合がいずれも
90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありま
せん。

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末
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【訂正後】

（単位：百万円）

金　　額
構成比
(%)

前年同期比
(%)

金　　額
構成比
(%)

前年同期比
(%)

金　　額
構成率
(%)

前年同期比
(%)

金　　額
構成率
(%)

前年同期比
(%)

ガス関連機器 6,559       39.2     7.2 △      6,854       37.3     2.1          6,669       41.1     1.7          6,720       35.2     1.9 △      

水道関連機器 5,987       35.9     3.4          4,807       26.2     0.1          5,723       35.3     4.4 △      4,856       25.4     1.0          

計測器関連事業
民需センサー・

システム
2,524       15.1     11.6        3,298       18.0     5.3          2,745       16.9     8.7          3,564       18.7     8.1          

計　　　　装 1,514       9.1      8.4 △      3,278       17.8     0.2          975         6.0      35.5 △    3,864       20.2     17.9        

計 16,585     99.3     1.1 △      18,238     99.3     1.8          16,113     99.3     2.8 △      19,006     99.5     4.2          

特　機関連事業 特　　　　機 109         0.7      36.7        136         0.7      51.3        115         0.7      5.2          104         0.5      23.5 △    

16,695     100.0   0.9 △      18,375     100.0   2.0          16,228     100.0   2.8 △      19,111     100.0   4.0          

(  242) (  198) (  244) (  230)

（注）当連結会計年度から、製品の区分及び表示方法について、従来の住宅・ビル関連システムと計装システムの一部を組み替え、
　　　民需センサー・システムと計装に変更致しました。（前連結会計年度実績も組み替えて表示しております。）

（４） 事 業 部 門 別 売 上 高 比 較 表 

（ 輸 出 ）

合　　　　　　計

上　半　期

自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 9月30日

下半期（予想）

事　　業　　部　　門
自 平成17年10月 1日
至 平成18年 3月31日

当 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度

自 平成16年 4月 1日
至 平成16年 9月30日

自 平成16年10月 1日
至 平成17年 3月31日

下　半　期上　半　期
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